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第 30 次地方制度調査会第 23 回専門小委員会（H24.11.7） 

特別区長会会長・荒川区長   西川 太一郎 

 

「とりまとめに向けた考え方について（その２）（案）」に対する意見等 

【説明メモ】 

 

５．都区制度 

（１）都から特別区への事務の移譲 
 

 

 

 

 

 

 

 

・ 上記の二点については、正にご賢察の通りであり、特別区の行財政能力や特別区

間の共同処理の実績と可能性等を踏まえれば十分対応できるものと考えている。 

・ 特に、児童相談所の移譲については、現下の最大の課題であり、我々の切実な思

いを受け止めていただいたものと感謝している。 

・ 移譲に際して課題となる児童福祉司等の確保、育成については、特別区が保有す

る保健師・保育士・ケースワーカー等の幅広い人材の活用が可能であり、これまで、

子ども家庭支援センターで培ってきたノウハウも生かしながら、総合的な人材確保

と育成を進めていく所存である。 
また、一つの相談事例の中には複合的な問題が潜んでいることを考えると、住民

生活に密着している特別区こそが、子ども家庭支援センター・保健所・福祉事務所・

保育園・学校等はもとより、児童委員・民生委員、また地域の警察署との連携によ

って、幅広い支援体制やネットワークを組むことができる。 
特別区という一つの体制の下でよりスムースな意思決定が可能となり、悲惨な事

件や事故を防ぐことができると考えている。 

・ 児童相談所を移譲していただき、相談、通告に始まり、調査、援助方針の確定、

一時保護、家庭復帰等に至る一連の支援体制の構築に責任を持って対応し、区民の

皆様に、特別区に権限が来てよかったと思っていただけるよう、持てる力を全て傾

けていく覚悟である。 

○ 都から特別区への事務の移譲について検討する際には、特別区の区域の再編

と関連付ける議論もあるが、特別区の財政力や一部の特別区の間での共同処理

の可能性等を踏まえると、人口規模のみを基準にする必要はないのではないか。

○ 都から特別区に移譲すべき事務としては、例えば児童相談所の事務などが考

えられるが、専門職の確保等の観点から小規模な区の間で連携するといった工

夫を講じつつ、移譲することが考えられるのではないか。 
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・ 事務の移譲については、「人口規模のみを基準にする必要はない」としながら、「一

定の事務の移譲は法令で行うが、その他については、規模・能力に応じて移譲する」

としており、議論が一貫していない印象がある。 

・ 事務の移譲は、基本的には規模による差を設けるべきではなく、全ての特別区に

可能な限りの事務移譲を行うべきと考える。 

・ 事務処理特例制度を活用して、個別の特別区に権限移譲を行うことを否定はしな

いが、前述のとおり、特別区の行財政能力や特別区間の共同処理の実績や可能性等

を考えれば、全ての特別区で一定の事務の移譲に十分対応することが可能である。 

 

（２）特別区の区域 

 

 

 

 

・ 今後の高齢化の進展や公共施設の更新需要増加などの課題は、区域の再編によっ

て解決できるものとは考えにくく、何故、特別区の区域の見直しに直結するのか理

解できない。 

・ 区域のあり方は、それぞれの自治体が、歴史的な経過と将来に向けての展望を踏

まえながら、自らの生き方を自主的に選択する問題である。 

・ 地域における様々な需要や資源を考慮し、検討する、しないも含め各自治体が主

体的に判断すべきものと考える。 

・ 仮に、これが効率化の視点からの問題提起であるとすると、一面的に過ぎるので

はないか。 

 

（３）都区協議会 

 

 

 

 

 

 

・ この問題は、基本的には都と特別区が協議を尽くして調整を図るべきものであり、

それが都区協議会を法定している制度の趣旨であると考える。 

○ 特別区の規模が多様であることから、一定の事務の移譲は法令で行うが、そ

の他については規模・能力に応じて移譲することとし、その際には、条例によ

る事務処理特例制度を活用することとしてはどうか。 

○ 今後の高齢化の進展や公共施設の更新需要の増加など、社会経済情勢の変化

を踏まえると、特別区の区域の見直しが必要となるのではないか。 

○ 都区財政調整制度等に関する都区協議会における調整について、仮に協議が

調わない事項が生じた場合、現行の自治紛争処理委員による調停に加え、都道

府県と指定都市との間の協議会と同様に裁定の仕組みを設けることを検討して

はどうか。 
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・ 自治紛争処理委員による調停に加え、ご指摘のような裁定の仕組みが設定可能か

どうか、慎重な検討が必要ではないかと考える。 

 

（４）区議会議員の選挙区及び住民自治 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 選挙区の見直しについては、その効果と影響を慎重に見極めながら議論を深めて

いく必要があると考える。 

・ 住民自治の拡充については、地域の実情に応じて多様な選択ができるようにすべ

きものと考える。 

 

４．特別区の他地域への適用 

・ 文中「（５）道府県に置かれる特別区の性格」において、「事務分担や税源配分、

財政調整のあり方によっては、都の特別区とは性格が異なるものとなる可能性があ

ることに留意すべき」としているが、我々特別区が辿ってきた歴史を振り返ると、

特別区はあくまでも基礎的自治体として設置すべきものと考える。 

 

６．大都市圏域の調整 

・ 今後、大都市圏域の協議会の設置について検討する際には、その構成団体として

大都市の中心に位置する特別区を構成メンバーに加えていただくことをお願いし

たい。 

○ 特別区の区議会議員の選挙区についても、中核市・特例市と同様の課題があ

ることを踏まえ、選挙区を設けることを制度化することについてどう考えるか。

○ 選挙区を設けることを制度化する場合には、いわゆるゲリマンダーを防ぐた

め、何らかの方策が必要となるのではないか。 

○ 地域自治区や支所・出張所等の仕組みを地域の実情に応じて活用し、住民自

治の拡充を図るべきではないか。 


